
○ 関連する商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）の規定

（登記所）

第一条の三 登記の事務は、当事者の営業所の所在地を管轄する法務局若

しくは地方法務局若しくはこれらの支局又はこれらの出張所（以下単に

「登記所」という。）がつかさどる。

（登記官）

第四条 登記所における事務は、登記官（登記所に勤務する法務事務官の

うちから、法務局又は地方法務局の長が指定する者をいう。以下同じ。）

が取り扱う。

（受付）

第二十一条 登記官は、登記の申請書を受け取つたときは、受付帳に登記

の種類、申請人の氏名、会社が申請人であるときはその商号、受付の年

月日及び受付番号を記載し、申請書に受付の年月日及び受付番号を記載

しなければならない。

２ （略）

３ 登記官は、二以上の登記の申請書を同時に受け取つた場合又は二以上

の登記の申請書についてこれを受け取つた時の前後が明らかでない場合

には、受付帳にその旨を記載しなければならない。

（登記の順序）

第二十三条 登記官は、受附番号の順序に従つて登記をしなければならな

い。

（申請の却下）

第二十四条 登記官は、次の各号のいずれかに掲げる事由がある場合には、

理由を付した決定で、登記の申請を却下しなければならない。ただし、

当該申請の不備が補正することができるものである場合において、登記

官が定めた相当の期間内に、申請人がこれを補正したときは、この限り

でない。

一 申請に係る当事者の営業所の所在地が当該申請を受けた登記所の管

轄に属しないとき。

二 申請が登記すべき事項以外の事項の登記を目的とするとき。

三 申請に係る登記がその登記所において既に登記されているとき。
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四 （略）

五 第二十一条第三項に規定する場合において、当該申請に係る登記を

することにより同項の登記の申請書のうち他の申請書に係る登記をす

ることができなくなるとき。

六～十二 （略）

十三 申請が第二十七条の規定により登記することができない商号の登

記を目的とするとき。

十四～十六 （略）

（同一の所在場所における同一の商号の登記の禁止）

第二十七条 商号の登記は、その商号が他人の既に登記した商号と同一で

あり、かつ、その営業所（会社にあつては、本店。以下この条において

同じ。）の所在場所が当該他人の商号の登記に係る営業所の所在場所と

同一であるときは、することができない。




